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須坂市における住宅団地の居住者特性とコミュニティ活動

一旭ケ丘団地を事例として一

小野浮泰子・菱沼雄介・|凍 E短期I~
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I はじめに

第二次世界大戦後の日本経済の高度成長に伴

い，人口が集中する都市部や近郊地域で住宅問題

が発生した.この問題を改善すべく全国各地で新

興住宅地の造成が急速に進められたが，約半世紀

が経過した今日，住宅団地は新たな問題を内包し

ている

新興住宅地は，職住が隣接している自立型!と，

ベッドタウン型の二つに分けられる.自立型住宅

地の代表として筑波研究学盟都市や成田ニュータ

ウンが挙げられる.久保ほか (2010)によると，

成田ニュータウンでは高齢化は見られるものの，

職業を提供する場があるため常に新しい居住者を

呼び寄せ地域内でソーシャル・ミックスが起きる

メカニズムがあるという.多摩ニュータウンや千

里ニュータウンといった，ベッドタウン型の郊外

住宅地では，均質的な年齢および¥世帯構成の居住

者が-J支に転入していることや(金城. 1983). 

居住者の高齢化と非高齢人口の転出により高齢化

が進行することが特性として挙げられる(長沼ほ

か. 2006) 

高齢化が起きやすいベッドタウン型住宅地にお

いて，住民活動によるソフト面の充実化や，土地

や建物の公有化等が地域の再生と存続につながる

と考えられている(福原. 1998). これらの地域

活性化へ結びっく f地区コミュニティ」やソーシャ

jレ・ネットワークに着話した研究が進められてお

り(松井ほか. 2000. 岩間ほか. 2002). 地域に

よりそれぞれ異なった特徴を持つことが明らかに

なっている. また多様な地j戒のコミュニティのあ

り方をJlllWIょするためにも 地方都市近郊の住宅地

を視野に入れたiiJf究が必裂とされる

以上のことを踏まえ，本研究では須坂I'li旭ケ丘

11汀および北地ヶ i王IIIJ(以下'~lfjI IlT を合わせて旭ケ丘

団地とする)の居住者特性とコミュニティ活動の

分析を通して，その地j或特性を!砕 I~:Jすることを目

的とする

E 須坂市における新興住宅地の変遷

1I-1 須坂市における住宅団地

須坂mでは • 1956il三より開始された工場誘致な

どで深刻化していく住宅問題の打開策として，大

規模な住宅団地の造成が開始された 1) 1960il三に

最初の団地である旭ケ丘IIlTが誕生し，その造成1:1:1
にも更なる住宅不足が考えられたため，北旭ケ丘

IJ可の造成計画案が出され. 1966年には北旭ケ丘

IIITが誕生した.両町合わせて規模は約1.100戸と，

当時県内でも最大規模の団地であった. 1971ii三に

は望岳台(約500戸). I明徳(約200戸).夏端(約

100戸). 1972年には北相之島(約500戸)という

ように，住宅i主地が造成され続け， 1999年までに

合計22ヶ所，総面積約76万km2の住宅団地が造成
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されている

第l図は須坂市の人口と世帯の推移を示したも

のである.須坂市の人口は1940年から1945年にか

けて急増， 1960年までは住宅供給が追い付かな

かった背景もあり，人口・世帯す数共にやや横ばい

状態が続くが，上記のように住宅造成が相次いだ

1970年代から再び増加を始めている. 1985年から

2009年現在まで人口は約5万3千人前後と伸び1品

んでいるが，世帯数だけをみると1960年代から現

在まで徐々に増加の一途をたどっている.これは

市内で住宅団地の造成が段階的に行われてきため

に，須坂市へ流入する世帯が常に保持されてきた

結果だと言える.また人口数の停滞は， 1960年代

J;)J年に入居した世帯の子供世代の転出と， 1990年

代以降にI!ii入した世帯の少子化が原因であると考

えられる

五-2 住宅団地の人口特性

須坂市の住宅団地は それぞ、れ造成された年代

や規模によって人口特性の速いがみられる.ここ

では市内の代表的な 5ヶ所の住宅団地(第2図)

を造成年代}II買に取り上げ，各国地の人口ピラミッ

ドを比較しながら(第3図)その特性と要問につ

いて述べる.

1) Mヶ丘団地(旭ケ丘町・北旭ケ丘町)

北須坂!択の*に位撞する旭ケ丘IUJと北旭ケ丘i耳

は， 1960年と1966年に造成された市内でも最大規

模の団地である.間11汀とも，造成当時に入居した
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第11盟 須坂市の人仁1.世帯推移 (2010年)
(槙坂市市民課提供資料ぺこより作成)

①j眠ヶ丘IIIT

③松)111盃地

⑤田の神団地

②北旭ケ丘町

④望岳台団地

⑤光ヶJ王ニュータウン

第21亙 須坂市における新興住宅IJ]地分布
(2010年)

i主代と考えられる60歳代後半から70歳代の住民が

多いことが特徴として挙げられる. しかし旭ケ丘

団地の人口ピラミッドに極端な偏りのある年齢層

はなく，比較的ゆるやかな逆三角形型を示してい

る.これは1960年代の造成後にも IIIJ内のいくつ

かの亙画で徐々に造成が行われたことや，団地内

の公営住宅に転入居する世帯が存在すること等が

要129として考えられる. また北旭ケ丘町は旭ケ丘

町の 6年後に竣工したため，その差が人口ピラ

ミッドにも表れているが その他はほぼ同じよう

な傾向がみられる

2)松JII団地

松JII団地は1968年に造成された小規模な臨地で

ある. 1可じ町内には食品関係を中心に7企業が集

積しており工業団地としての特色も持ち合わせて

いる.この間地の人口ピラミッドは造成年が近い

ことから北地ヶ丘町のそれと類似しており，第一
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男性 女性
(年齢)

80 60 40 20 20 40 60 80 (人)

旭ケ丘町 (1960年造成)

15 10 10 15 (人)

松川団地(19681:j三造成)

60 40 20 20 10 60 (人)

IEの神団地 (1981年造成)

男性 女性
〈年齢)

北地ヶ丘IIIJ (1966年造成)

望岳台目!地(I970{l三造成)

10 30 20 10 0 10 20 自 40(人)

光ヶ丘ニュータウン(1994{1三造成)

第 3'~ 須坂市i持団地の人口ピラミッド (2010年)

入居世代である60-70歳代，そしてその子供の世

代である30-40i設イ℃の人口が多いことが特徴とし

て挙げられる しかし造成後に団地内に新しく分

譲された住宅がなかったことや団地規模が小さい

ために，上記の年齢層とそれ以外の年齢層との差

が極端である

3)望岳台団地

望岳台団地は1970年に造成された，旭ケ丘団地

に並ぶ大規模な団地の一つである.この間地の人

(須坂Tli市民課提供資料により作成)

口ピラミッドでは，第一入居世代の60歳代後半前

後の人口が圧倒的に多くなっており，子どもの世

代に当たる人口層もさほど多くなく， {極端な逆三

角形を示していることが特徴である.これは松J11 

団地同様，団地造成後に新しい区画が分譲されな

かったことに加え，交通の使がさほどよくない団

地の立地条件などが婆因にあると考えられる

4)自の神団地

i丑の判JUITは1981年に造成された，須坂!訳から北
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西に200mに位置する団地である.ここも望岳台

団地以上に，第一入居i:!t1-tで・ある60歳代前半前後

の年齢層だけが非常に多いことが特徴としてあげ

られる.民間デベ口ッパーによる一斉分譲の結果

が，このような人口の箭りを起こしているのだと

考えられる

5)光ヶ丘ニュータウン

光ヶ l王ニュータウンは1994年に造成された比較

的新しい団地である.北須坂凱へのj別委や大小多

様な区画が整備されていることから， 30-50歳代

とIllffiの広い年齢1習の第一世代と，その子供たちの

世代から成り立っていることもこの地区の特徴だ

といえる. また広i或的にj邑ケj王地域を捉え， 1也ケ

丘団地と光ヶ j王ニュータウンを一つの住宅地IKと

して考えた場合， ミックス・デベロップメントと

して両団地は相互関係にあるということができる

以上のように 5つの団地の特徴についてまとめ

ると，いずれのi現地もそれぞれの造成年に影響を

受け，第一入居世代の年齢層に極端な偏りがみら

れ典出的なベッドタウン型住宅地の特搬を示して

いる. また旭ケ丘 1~I1 1也のように造成後も徐々に分

譲が行われた団地では，人仁iピラミッドのバラン

スが緩やかに保たれていることが分かる.なお，

光ヶ i王ニュータウンを旭ケ丘団地のミックス・デ

ベロップメントの一部として考えると，各年齢層

の差はさらに緩やかになる

直 旭ケ丘留地の形成と居住者特性

直-1 旭ケ丘団地の形成過程

本節では1iJr究対ー象であるj也ヶ丘n町と北旭ケJ王I11J
の造成経緯と 111地内の住宅の種類について述べ

る

rr -1で既述のように 1950年代から深刻化し
ていた須坂市の住宅問題を解決するため，市は

旭ケ丘地j戒の耕作地を翼JI又し 1960年に旭ヶj王I!な¥

1966i~ミに北旭ケ i王 11汀の;造成を行った(第 l 表)

1969il三には総面積2万8千dillzと，長野県の地方

自治体が造成した団地の中でも最大規模なものと

第 l表旭ケ丘団地の罰発経緯(1952-2001年)

奇三 主な出来事

1952長野県，工場誘致条例制定

1956須坂市工場誘致条例制定

1959旭ケ丘UlT，造成着工

1960 旭ヶ在地区にて工業団地造成着工

長野電鉄畳間停留所，北須坂駅として復活

1961 旭ケ丘工業団地にて9工場が操業開始

1962腿ヶ丘工業団地に12祉が移転・進出

旭ケ丘IHJ¥県営住宅24戸・市営住宅38戸建設

1964旭ケ丘/IlT，県営住宅l14戸建設

1965旭ケ丘IIIT，市営住宅132戸建設

ltJ也ヶ五:11乱造成着工

1966北旭ケ丘町，竣工

1967須境警察署旭ケ丘警察官駐在所設立

1969北旭ケ丘保育関開設

1971 旭ケ丘小学校解開設

1977地ヶ丘地域公民館，北旭ケ丘町に開設

1988パス銘線将之島線運航開始

1995 JIfLヶ.fi:lllJ¥ 県営住宅建詳え工事開始

1996第7ブロック公民館，光ヶ丘ニュータウンに開設

1997旭ケ丘1Wf，市営住宅建替え工事開始

2001ふれあいプラザ，北旭ケ丘町に開設

なった

cr創設40周年記念誌40年のあゆみjおよび
~~t1芭ヶJi lllT40年のあゆみj により作成)

地ヶ丘JnTと北旭ケ丘町の人口は，分譲の行われ
た1960年代に急i般に増加し，1960年代後半から

1980i!三にかけてピークに達した. 19805:1三から2010

年にかけ人口は緩やかに減少し現在両Il!Tとも約
1，400人となっている(第4図) しかし世帯数は

阿IHTとも1970年代からほとんど変化しておらず，

同町合わせて1，000世帝強が保たれている.

次に対象地区の範密であるが，現在旭ケ丘団地

は造成当時の計酪区画を超え広がっており，第5

1翠のような範囲となっている {主所は旭ヶj王町，

北旭ケ丘町だけでなく 大字小河原の一部等が現

在の旭ケ丘11可自治区と北旭ヶ丘町自治会に含まれ

ている. また第5図に示されているように，両11IT

はそれぞれ5つの部から成り立っており，部の数

字は11汀のおおよその開発年代JII夏となっている.な

お自治組織の詳細はW章で述べる 第 61~1 は旭ヶ
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第 41~ 旭ケ丘IIrf.北旭ケ丘町の人口・世帯推移 第6悶 旭ケ丘町・北地ヶ j王1111ーの住宅穐類 (2010
0962 -2010年)年)

(須坂市市民課提供資料により作成旭ケ丘IIIT 自治ば・~ヒj且ヶ i王 IIITI~I 治会提供資料により作成)

Eコ旭ケ丘自治区 匿ヨ北旭ヶ E自治会

第5図 旭ケ丘町自治!玄・ ~Iヒ旭ケ圧自治会の範囲

(2010年)
(旭ケ丘IllJ自治区・北旭ケ丘町ー自治会提供資料により作成)

j王II]Jと北旭ケ丘IIITの住宅の種類の分布を示したも

のである ここからも分かるように，旭ケ丘町

の1・2部は戸建地区2) 3部はほぼ県営住宅，

4部はほとんどが市営住宅の地区となっている

3・4部は造成当時すべて公営住宅として建設さ

れたが. 4部の北側等のi豆画は布が払い下げたた

め，現在は戸建住宅となっている 3) 北須坂!択と

公営住宅地区の間にある 5部は，住所は旭ケ丘町

から外れ大字小河野、にあたるが. !I可内区間が完成

した後に新たに造成されたj玄画である 4) 1部の

東側なと¥住所が旭ケ丘11汀から外れる地l亙では現

在も新しく住宅が建てられている

~Iヒ旭ケ丘 I IlJ も旭ケ丘IIITI可様 1部から造成が始

まり 3部のl111H1Jまでの戸建住宅228戸が1966iiミに

完了した. また第 61~からも明らかなように. 4 

音1)は市営住宅. 5帝r5は県営住宅のj也ばとなってい

る， 3音15のj邑ヶ丘小学校より東の地区は. 1970年

代以伴に民間デベロッパーにより徐々に開発がJlli

められた地区である辻)

旭ケ丘団地の戸建地区では1980年代以降，イIL}毘

から 2階建て以上への増改築や建替え等が進み，

2010年現在，新旧様々な形式の住宅が見られるよ

うになっている.その一方で，公営住宅は老朽化

しており，これらの住宅に住む住民も現在激減し

ている.旭ケ丘IIlTの3部地返では. 1995年に県営
住宅. 1997年に市営住宅の一部の建替え工事が行

われている. しかしj也ケー丘IHT4 部地区や~tJ也ケー託

IIlJの公営住宅地区の建替えや改築は遅れており，

2010年現在，第 71~のように改築計画が徐々に進

められている 6)

ill-2 アンケート謂査の方法

本調査では居住者特性や住民のコミュニティ活

動の分析を行うために 旭ケ丘11百自治区および北

旭ケ丘町自治会の協力を得て.2010年5月に旭ケ

丘岳地でアンケート調査を実施した.合計952世

ウ
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世帯主の年齢と世帝人員数 (2010年)第2表

39歳以下

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

不明

合計

体の47.5%に達する世帯主が50歳代以下の場合，

3~4 人前後から成る家族が最も多くみられた

この中には， 1宝!地造成初期に入居した第一世代の

子供世代も一部含まれていることが聞き取りから

判明した世帯主が40~60歳代の家族の場合，世

帯人員数も多様であり. 4人以上の家族もこの年

齢層に集中していることが特筆できる.これは，

世帯主の夫婦と独立前の未成年の子供，また世帯

主の親等が一緒に居住しているためだと考えられ

39歳以下の世;市主の家族の場合，世帯規模は

小さい傾向がみられた.また39歳以下の世帝主の

家族が5.4%と少ない理由として，住民の転出が

少なく，団地内に新しく入居できる住宅が希薄な

ために，若い世帯が入りにくいことが考えられる

(アンケート調査により作成)
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改築計画年

c;::;:ヨ 2009年
2010年

璽鐘警護 2011年

監器室 2012年

~解体計画

千

る

旭ケ丘!IIT.北旭ケ丘町公営住宅改築計画
(2009 -201211三)

()世ヶj王IIJ]"I~I 治区 <1ヒ 1l!lヶ l王 IIJT 自治会

提供資料により作成)

第71支j

職業特性

第3表は世帯主の職業と勤務先を示したもので

ある.これによると，回答者の52.3%が退職者ま

たは無職である.前述のように位帯主の6割以上

が60歳代以上で、あることから，退職者がほとんど

であると考えられる 8) 在職者の内47.7%は会社

員であり，その内通勤先が市外と答えた者が圧倒

的に多く 62.9%であった. また公務員や教員に関

しでも，市内より市外に通勤しているものが多

かった.これは旭ケ丘団地が現在でもベッドタウ

ンとしての役割をしていることを示している

外に関しては長野市が大多数を占めている

員で、市内通勤と回答した者の中には，

JII-4 

;帯(旭ケ丘IIIT452部，北旭ケ丘IIrJ500部)に配布を

行い， 473'1並暗から回答を得た.回収率は49.7%，

有効回答率は48.3%である7)

アンケート調査の内容は，世帝構成や居住j歪，

住宅の形態，住民のコミュニティ活動やその参加

頻度についてである.また1m収したアンケート内

で，インタビューに応じられると自答のあった住

民には聞き取り翻査を行った.

市

会社

旭ケ丘工業

住民の世帯構成

第2表は世帯=主の年齢と世帯人員数を示したも

のである.世帯主の年齢は， 60~70歳代を筆頭に

60i1i交代以上が全体の65.8%を占めている. また60

1義代以上の世帯規模はいず、れの場合も，二人暮ら

も多く (31.4%に次いで一人暮らし(l6.l%) 

となっており， 60歳代以上の 2人以下の世帯は全

JII-3 

し

。。つ
中、2・2A



第 3 世帯主の職業と (2010年)

市内 市外民生外不明合計

退職者・無職 240 

会社員 31 78 4 11 124 

自営業 23 5 11 39 

公務員 4 11 16 

ノξートタイマー 6 5 12 

教員 5 7 

農家 2 l 2 

不明 3 11 19 

合計 67 108 4 36 459 

(アンケート調査により作成)

団地に勤めている者も含まれており31人中 9人と

少なくはなく，旭ケ丘団地と旭ケ庄工業団地の近

接性を反映している.自営業と回答した住民は勤

務先を市内と答えた者が多い.これには団地内で

庖を構えている人も含まれていると考えられる

仕事場への通勤方法に関しては，自動車で、通勤

すると答えた回答者が全体の78.9%を占め，

a.旭ケ丘町 (n=190)

位 10

がヨ:
円1

数 5

50 55 

b.北旭ケ丘町 (n=222)
25 

20 

世 15 

帯

数 10

5 

O 
1945 50 55 

60 65 70 

60 65 70 

75 

75 

は9.5%と i割にも満たなかった.かつては

団地の最寄り駅の北須坂駅から長野電鉄で近隣の

市へ通勤していた住民も，車社会になった今日，

その多くの住民が車で通勤している また，徒歩

(4.7%)や自転車 (3.7%) と問答した者は，町内

やj世ヶ 近隣にi殿場がある住民

だと考えられる 9)

道一5 居住鹿

第 81~は現住地への11記入世帯数を年次~Ijに示し

たものである.旭ヶJilJJ地は1960年にj也ヶ丘Il!T，

1966年に北旭ケ丘町が造成されたが，旭ケ丘団地

への入居年をみても，造成年のi直後の 5~1O年の

問にピークがあることがわかる.少数ではあるが

回答者の中には団地が造成される前に入居してい

た者もおり， もともとこの節辺地域に土地を所有

していた住民だと考えられる. また. Iまi地の分譲

が開始された当時から2010年現在まで，ほほ釘二年

80 85 90 95 2000 05 10 
(年)

80 85 90 95 2000 05 10 
(年)

第8図 旭ケ丘i主地における現住地への入居年
注)nはアンケートの本設問に回答した回答者の数を表す

(2010年実施のアンケート調査により作成)
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少ないながらも入活者がいることも特徴的であ

る.この入居者の流れが旭ケ丘田地の緩やかな

ピラミッド構造を支えていると考えられる

第4表は住民の現住地への移動理由をまとめた

ものである“結婚をきっかけに転居した世帝が最

も多く，ほほ同じくらいの割合で転勤・転職・退

職などがきっかけになったという回答が続いてい

る. 3番目に多かったきっかけは，家族に関する

ものである.これには，親戚が近いところに住ん

でいることや，自分の出身地であるため戻ってき

たといった回答も含まれていた10)

また具体的な 11伝j舌理由としては， r持ち家を所
有したかったため」を移動理由としてあげる世;貯

がもっとも多く62.0%であった. また，現在の住

宅に関する情報が入って転居を考えたと答えた回

答者は13.3%であり，県営や市営の公営住宅に住

んでいる住民が多かった 須坂市は|担H寺公営住宅

への入居者募集情報を公布しているため，このよ

うな傾向が生じると考えられる. また，転居理i却

を「親肢が1I1Jじ地区に住んでいるため」と由答し

た者も6.8%みられた.これは，この地!玄に第一

位代の子供に当たる世帯が多くみられることと関

連している.

ill-6 戸建地区の特性

l歪地が分譲された当時，団地内の戸建住宅111は

すべて平屋であり，改築や増築に関して厳しい規

制が設けられていた しかし1980年代にその規制

がなくなり，今では住宅の 8割近くが2階建て以

上の住宅となっていることから12) ほとんどの住

民が増築-改築・建蓄えなどで階数を増やしたも

のと考えられる13)

j低ヶ丘団地が造成された当時はまだ自動車社会

ではなかったため，団地内には車が通りにくいIIJffi

の狭い道路が多く，また当初の区画内の戸建住宅

の敷地内には駐車場は設計されていなかった. し

かし現在，住民の約9訴が車を所有しており，ま

たその半数以上は 2台以上車を所有している14)

そのため戸建住宅の住民は 敷地内に駐車場を設

置するか，月極め駐車場を利用するか，またはそ

第4表現住地への移動理由 (20l0:f:j三)

a.現住地への転居のきっかけ

結婚のため

il~:.ç助・転職・退職

家践にi関わる βl!1:1=1

調rkJl就 Jn1~

学業に|羽すーるJ!I!1=1=1 

その地

b.現住地へのl転居理由

持ち家を所有したかったため

住宅についての情報が入たため

以前の住宅に不備があったため

住宅の価格が安かったため

1也ヶ j王
n=150 (私)

35 (23.3) 

35 (23.3) 

23 (15.3) 

8 (5. 3) 

(0. 7) 

48 (32.0) 

j也ヶ j王

n=171 拡)

95 (55.6) 

18 (10.5) 

(8. 2) 

13 (7.6) 

親族が問じ地区に住んでいるため 10 (5.8) 

その他 37 (21. 6) 

注 1)nはアンケートの本設問に副苓した回答者の数を表す

注2)複数回答による
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北旭ケ丘 メlコミ 三~-I

n=209 (弘) n=359 (%) 

40 (19. 1) 75 (20.9) 

36 (17.2) 71 (19.8) 

29 (13.9) 52 (14圃 5)

11 (5. 3) 19 (5.3) 

8 (3.8) 9 (2.5) 

85 (40.7) 133 (37.0) 

北JI11ヶ j王 合計

n=229 (出) η=400 (見)

153 (66.8) 248 (62.0) 

35 (15.3) 53 (13.3) 

21 (9.2) 35 (8.8) 

22 (9.6) 35 (8.8) 

17 (7.4) 27 (6.8) 

28 02.2) 65 (16.3) 

(アンケート調査により作成)



の両方の対策を取っていると考えられる

第 91~1は戸建住宅に住む住民の住宅の改築年を

示したものである. Jま述のように.当初ほとんど

の戸建住宅は間取りも狭い平屋で駐車場がなかっ

たが.家族の成長と自動車の普及により，住民に

とって住宅の増築や駐車場の設置は重要課題に

なっていった 1@.ヶ丘団地では1980年代まで 2

階建てへの改築や建替えには規制が設けられてい

たため， 1980年代以前に住宅を増築した住民は.

平屋のまま l階部分を横に増築する等の工夫をし

ている.そのため， 1:X1からも 1980年代までは増築

が多く，それ以降は，住宅の改築件数のほうが増

えていることがみうけられる 15) また!駐車場不足

は初期の段階からあったようで， 1960年代当初か

ら今日まで!駐車場ーの設置を行う住宅は恒常的にみ

られ，現在でも重大な問題となっている.北地ヶ

3. J世ヶ j王11汀 (11二 161)

改 4

築

111: 2 

数

丘11可の駐車場設置件数がJll!ヶ丘町-より若干少ない

のは，後から建てられたi現地であることから， )ヲ

掠めj駐車i義母;が118'内に多くあるためである

N 旭ケ丘団地における居住者のコミュニティ活動

N-1 自治区・自治会総織

五章でも触れたように 旭ケ丘IllTと北旭ケ丘IllT

なる自治組織を持っている‘悲i坂市内のIHJは

もともと市の定めたばによってj也域IX分されてお

か各IIIJを取りまとめているのがそれぞ、れの自治

区組織と区長である j世ヶ任Illlも他のIllTru]様，旭ヶ

j王IfIT自治区となっている. しかし北旭ケ丘IfI]ムでは
団地ができた早い段階から，改革的な思想を持つ

新住民らにより， 11可をE'lら運常するために，それ

までの北j也ケj王自治l又を目的会主故に改編させ|烹

長も自治会長に改めた. :1ヒj也ヶ丘IlIJは現在でもi'lY

O 

1960 65 70 80 75 

b.北旭ケ丘IHT(11二185)

8 

ハ

h

U

A

4

A

改

築

件

数

2 

O 

1960 65 80 70 75 

85 2000 10 

(年)

「
川
リハUハUハHd

「
円
リ
ハ叶
d

l自築

改築

~ 駐車場設設

仁コその他

85 05 10 

(年)
90 95 2000 

第9図 旭ケ丘団地における戸建住宅の改築年

注 1)nはアンケートの本設問に回答した回答者の数を表す

注2)複数回答による

(2010年実施のアンケート調査により作成)
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内で唯一自治会と名乗っている町である.ただし a) 旭ケ丘町公会堂

名称や理念は違うとはいえ 旭ケ丘自治 12Iも北

旭ケ丘自治会も非常によく似た組織構造になって

いる 自治区・ 8治会組織の下に部があり，その

下に組，その下にflJーがあり，それぞれに部長，組

長，班長がおかれている"班は約 8~14世帝から

なり，自治組織から住民への連絡などは各長の仕

となっているω

また北旭ケ丘町自治会の特徴として， r北j也ケ
丘町青壮年会jの存在が特筆できる17) 自治会と

は~Ijの組織であるが，背行:年会は自治会の活動を

全面的に支援しているため 弛IlD・の自治組織より
組織機能jlljで優れているということができる ま

たこのような自治組織をノてックアップするボラン

ティア団体が存在するのは 須坂市の中でも北

旭ケ丘町だけである

N-2 公会堂・公民分館の役割

それぞれのIIIJには公会堂という公共施設が設け

られており(写真 1) 18) 自治組織の役員19)はも

ちろん，住民の集会等の時に使用することができ

る IllT内の住民によって運営され，様々なコミュ

ニテイ活動に使われるなど，町内の重要なコミュ

ニテイ・センターとなっている

また公会堂とは別に ili民のための施設として

市内には各地に公民館が建てられているが，公会

堂と公民館はまったく別系列の施設である 市内

はいくつかのブロックに分けられており，公民分

自主はそれぞれのプロックにひとつずつ建設されて

いる.旭ケ丘IIrJと北旭ケ丘IIITは，松JII!IITや光ヶj王

ニュータウンとともに4111]ーからなる第7ブロック

であり，第7ブロックの地域公民館は北旭ケ丘町

内の「旭ケ丘ふれあいプラザjであるぬふれあ

いプラザは市民であれば維でも無料で使用するこ

とができ.:1;1三間利用者数は約2万5千人にのぼる

現在70以上のサーク jレ|遺体が利用しているが，そ

れらの活動団体の指導者や代表者の8割近くが

旭ケ丘団地の住民であることからも，旭ケ丘団地

の住民にとって関わり深い公共施設ということが

できる.

b) 北旭ケ丘町公会堂

写真 1 旭ケ丘団地の公会堂
(2010年5月 小野j判最影)

lV-3 住民のコミュニティ活動

第5表は住民の自治活動への参加状況を示した

ものである.清掃作業や防災訓練といった自治

区・自治会が一般的に呼び掛けている行事に関し

ては，旭ケ丘・北旭ケ丘荷11百とも高い参加率を示

しており，住民の地域へのIUjJL、の高さが表れてい

る.北地ヶ丘軒の参加率が若干旭ケ丘11可より

のは，前節でも述べたように，北旭ケ丘i可の青壮

年会の働きかけからくる住民の結束力の表れと考

えられる. また，旭ケ丘11汀の住民には高齢者が若

干多いために，行事等に参加しにくい住民もいる

という理由等が考えられる

自治活動には他にも，運動会，夏祭り，地域共

同文化祭等といった住民のためのレクリエーショ
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コミュニティ活動は自治活

なく比較的自由な活動である

ため，住民の特性がよく表れると考えられる，第

6表は.1邑ケj王118'.北旭ケ丘町住民のコミュニテイ

活動への参加活動数，活動内容活動場所，参加

頻度についてまとめたものである.参加活動数(第

6 表a.) は 1~2 が最も多いが. 3以上の活動を

行っている住民も少なくはなく，少数ではあるが

非常に熱心な住民がいることが伺える

ついてみていきたい

動と

居住者の自治活動への参加状況(2010年)第5表

合計
口=397 (話)

一斉消婦 152(92‘1) 213 (91.8) 365 (91.9) 

般側溝消締 90(54.5) 193 (83.2) 283 (71.3) 

行防災認iI練 62(37.6) 137 (59.1) 199 (50.1) 

事総会 60 (36.4) 115 (49.6) 175 (44.1) 

運動会 9 (5.5) 175 ( 75.4) 184 (46. 3) 

夏祭り 65 (39.4) 57 (24.6) 122 (30.7) 

盆踊り 38 (23.0) 70 (30.2) 108 (27.2) 

地域共同
文化祭

どんど
焼き

子供
みこし

敬老会 7 (4.2) 

花作り活動 5 (3.0) 

j也ヶ丘 北地ヶ丘

n=165 (%) n=232 (%) 
行事名

居住者のコミュニティ活動への参加状況

(2010年)
第6表

(25.2) 100 58 (25.0) 42 (25.5) 

( 21. 7) 86 60 (25.9) 26 (15.8) 

a.参加活動数

330 

北旭ケ i壬
n=8:3 

38 

24 

11 

6 

163 

j由ヶ li
n=60 

33 

13 

7 

3 

4 

167 

( 14.4) 57 40 (17.2) 17 (10. 3) 

レ
ク
リ
エ

i
シ
ヨ
ン
行
事

2 

3 

4 

5以上

合計活動数

( 10. 1) 

(8. 1) 

40 

32 

33 (14.2) 

27 (11. 6) 

y主1)nはアンケートの本設111Jに自答した回答者の数を表す

注2)複数自答による

b.活動内容

北Jl邑ヶ i王 合計

89 

91 

46 

7 

44 

n
o
q
d
A
q
y
d

ハU

に
リ
ハ
b

q

L

円
ノ
U

j岨ヶ i王

1
1

日

む

内

4
r
D
A
A

つd

円

L

内

L

円

4

町内の公会堂

ふれあいプラザ

市内の施設

その他

旭ケ丘 北旭ケ丘 合計

週2(年96)回以上 8 8 16 

週1(年48)回以上 31 46 77 

月1(年12)Iill以上 46 68 114 

年41ill以上 11 23 34 

年31ill以下 7 8 15 

1主l)nはアンケートの本設問に回答した回答者の数

を表す.

注2)援数回答による

q
J
 

q
-
U
 

1
1ム

運動系活動

文化系活動

社会福祉活動

一般教養

その他

間
一
日

ω
m
m

北旭ヶ j王

'
I
A
A
'
I
'
I
 

q
d
円

i

ハ
b

1

1

(アンケート調査により作成)

d.参加頻度

ン行事が多く存在する.運動会や夏祭りに関して

は，団地ができたばかりの当時，伺じl町内の住民

とその子供たちの交流を@るために住民たちが自

主的に始めたものである.そのため歴史も長く，

住民の思い入れがある行事となっており， 自主参

加型の行事としては比較的高い参加率を示してい

旭ケ丘i可においては高齢化が進み住民の参加

が函難になったために 現在運動会は行われなく

なっている21) 夏祭りは 盆蹄りや子供みこしと

ともに，現在でも両IflTで多くの住民が参加し盛

んに行われている.地域共同文化祭とは，第7ブ

ロックの住民が合同で行う文化祭であり，会場は

ふれあいプラザとなる 普段ふれあいプラザ等で

活動している住民が参加することになるが，両11IT

とも回答者が約25%に達することから，普段から

多くの住民がふれあいプラザでコミュニティ活動

をしていることが伺える. どんど焼き，子供みこ

しといった子供にかかわる行事では，北旭ケ丘町

の参加率が高く，旭ケ丘町より北旭ケ丘町に若い

世帯が多いことを反映している

次に，住民のコミュニティ活動への参加状況に

(アンケート調査により作成)

j凪ヶ j王

30 

22 

69 

20 

C.活動場所

る



住民が参加している活動の内容(第6表b.)で

は運動系活動が最も多く，次いで文化系活動，社

会福祉活動，一般教養と続いている.運動系活動

にはマレットゴルフ，卓球，ソフトボール，体操・

運動・ストレッチ，太極拳， ヨガ，舞踊，水泳な

どがある.中でもマレットゴルフは人気が高く，

両[f汀合わせて初心者から上級者向けのサークルが

いくつか存在するほどである.卓球と回答した住

民が多いのは町内に卓球場が設置されているた

めだと考えられ，その多くが北旭ケ丘IHTの住民で

あった また，激しいスポーツよりも年齢に関係

なくできる健康維持のための運動系活動が多いこ

とも特徴である

文化系活動に関しては，絵画-水嬰画，コーラ

ス.t歌謡，手芸-ものっくり， きのこの会，料理

教室，ゲームなどがある(写真2) 絵画， コー

ラス，手芸などについてはいくつかのサークルや

グループが存在しておりこいには10:1f.以上続いて

いるものもある. きのこの会と f男の料招uと
われる料理教室は，二!と旭ケ丘IIITの住民が主体と

なっているサークルであり， きのこを育てる方法

を教えあったり，男性が料.~~日を習うことだけが I~I

的ではなく IIIJ内の住民間士の交流を自的とした

活動となっている

社会補祉活動には，ボランティア活動や，自治

活動等の役員，青壮年会等が含まれる 一般教養

2 ふれあいプラザで、行われているサークル

活動

(201O iF5 月小tl!j- i宰H~*0)

には教養講座や外国語学習等が含まれる その他

の活動で‘多かったものとして，旭ケ丘町のホット

サロンと北地ヶ丘町の福寿会が挙げられる 全体

的に北旭ケ丘町の参加者数が多いのは，北旭ケ丘

町に卓球サーク jレ，マレットゴルフサークル， き

のこの会，男の料理教室，青壮年会等が存在する

ことが要因だと考えられる.

コミュニティ活動の活動場所(第6表c.) につ

いては，複数回答のため複数の施設を活用してい

る活動もあり，町内の公会堂だけでなく，広く市

内の各地で、活動をする例がみられた.ただし，北

旭ケ丘IflJ内にふれあいプラザがあるため，北旭ケ

丘IIITの住民の多くはふれあいプラザを活用してい

る.また，市内の施設と回答のあったものの中に

は，旭ケ丘小学校のグランド・体育館， I!号ー内の卓

球場や知人宅といったものも含まれるため，総合

的に考えるとIIIT内で、活動している住民が過半数を

占めているといえる.旭ケ丘町・二lヒ旭ケ丘町外の

市内施設利用に関しては 他11IJの公会堂や干11の施

設があり，マレットゴルフ場や臥竜公屈をあげた

例が多い その他の場所と答えた中では長野市と

小布施市が最も多く，普い事のような文化系活動

がほとんどであった. またIflTから離れた場所を答

えたものについては，そのほとんどが特別な集ま

りや会議-大会で、あり，参加の頻度も低い傾向が

みられた.

コミュニティ活動への参加の頻度に関しては，

週2 (年96)回以上週1(年48)間以上，月 1

(年12) 回以上，年4回以上年 3回以下の 5つ

に分けて分析を千子った22) (第6表d.). 回答で最も

多かった参加頻度は月 1回以上であり，次いで週

1 1m以上，年41回以上であった.ちなみに，活動

頻度が高い回答者は参加活動数が少なく，年間活

動回数が少ないコミュニティ活動をしている人は

数多くの活動に参加している傾向もみられた

第7表は，コミュニティ活動以外で人と交流す

るために「よく行く」場閉?をまとめたものである

よく行く場所があると回答があった中では，向i*J

の知人宅が24.2%と最も多くみられた.これは自

治活動やコミュニティ活動以外で、も住民間に交流
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第7表居住者の「よく行く J (2010年)

場所名
姐ヶ丘 北旭ケ丘 合計

0=133 (%n=198(誌 n=33 (%) 

49 (36.8) 97 (49.0)146 (44.1) 特にない

町内の知人宅 28 (21. 1) 52 (26.3) 80 (24.2) 

近所のj吉・
30 (22.6) 28 (14.1) 58 (17唱 5)

飲食活等

ふれあい 17 (12.8) 37 (18.7) 54 (16.3) 
フ。ラザ‘

IllTr村の公会堂 23 (17.3) 30 (15.2) 53 (16.0) 

11IT内の親族宅 13 (9.8) 21 (10.6) 34 (10.3) 

I1IT内の公鴎 16 (12.0) 7 (3.5) 23 (6.9) 

吉野家魚j百 9 (6.8) 14 (7. 1) 23 (6.9) 

その{也 19 (14.3) 29 (14.6) 48 (14.5) 

注1)nはアンケートの本設問に回答した回答者の数

を表す.

注2)複数回答による

(アンケート調査により作成)

がみられることを示している.次いで多かったの

は，近所の!吉・飲食j苫等で、ありUlT内や田地内の
知人・友人と集う場所のーっとして考えられる

全体の16.3%を占めるふれあいプラザと|町内の公

会堂も，それぞれ住民の集まるコミュニテイ・セ

ンターの役割を果たしていることが分かる rUJ内

の親族宅と1m答した住民が10.3%もいることは，

親iι帝や子供世帝が閉じi可内に住んでいる例が多

いことを示している !IIJ内の公園もよく行く場所

の一つに選ばれている.特に旭ケ丘町内の公営住

宅にi境接する公間等には，ベンチや健康遊具が設

置されており，利用しやすい環境が整備されてい

る(写其3)

以上のように，町内の行事から近所開の日常的

な交流にいたるまで 旭ケ丘団地j苦住者のコミュ

ニティ活動は比較的活発で、ある.住民間士の多様

な交流を行うための場所が団地内にいくつも存在

することも，住民の交流を円滑にしているのだと

考えられる.またこのようなコミュニティ活動カ

自治組織の連携にも影響を及ぼしており， fllJ単位

での住民の結束に寄与しているということができ

る

3 公営住宅隣の公器で見られる住民の集まり
(201Oif5FJ 小lUh事J船影)

V おわりに

本論文では須坂i'['iにおける住宅団地の居住者特

性とコミュニティ活動についての分析を進めてき

た.須坂市では1960::1三以降，多くの新興住宅地が

造成された.建設年代による差はあるものの，住

民の高齢化が進んでおり典~I;~ I~I守なベッドダウン出

住宅団地の問題が起きている.地ヶ丘団地はその

中で:最も古くまた最大規模の団地であり，他と同

様高齢化が進展している. しかし現在でもは地に

新しい世;貯の流入がみられ，ソーシャル・ミック

スが起き人口のバランスが保たれている.その要

因として， 1960年代以降も民間開発による住宅地

の造成が恒常的に行われてきたことや，居住者の

流入流出が起きやすい公営住宅が団地内に存在し

ていること等が考えられる また分析の結果から

明らかになった点は以下のように要約できる

1 )旭ケ丘団地の住民へのアンケート結果から，

世帯主は60歳代以上の退職者が多く，高齢化が

進んでいることが確認できた.団地の戸建地区

に住む住民は，家族の成長や自動車社会の到来

に対応・適応しながら，住宅環境を改善してき

た.第一入居世代の子供!世代は，須坂市外に出

ていく者も多いが，親世;帝と生活するために同

じ田地内や近隣のi可に住居を構えている世帯も

少なくないことが確認できた

2) tHJー内における自治組織の結束力の強さや，イ主
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民間士の交流の密度の高さも，旭ケ j王国地の特

徴である 陸地の分譲当初 隣人も知らない新

住民しかいない特殊な環境であったが，住民た

ちの地域への高い関心と積極的な活動により，

住民たちが心地よく生活できるコミュニティに

発展してきた.これを可能にしたのが， !可の自

治組織の活動やボランティア団体の存在といっ

た，コミュニティ活動等である 住民の活動は

自治活動においても 個人的な趣味の活動にお

いても，地域のためや， !IlTF'ヲや近隣住民との交

流を深めるための活動が多い傾向がみられた.

また住民間士の交流の場である公会堂や公民館

といった. コミュニティ・七ンターの役割も大

きい 住民主体によって築きあげられた生活し

やすいコミュニティ環境は，新しい居住者を引

き付ける要関の一つになっていると考えられ

る

3)現在，臨地の高齢化は住民の開でも不安要素

となっている.2012年までには旭ケ丘町・北旭ケ

丘町両町内の老朽化した市営住宅の改築が行わ

れる予定である.これによりさらに多くの新し

い鹿住者が流入すると考えられ，ソーシャル・

ミックスが起きると予想される

本稿を作成するにあたり，須坂市役所をはじめ，須坂市史編さん委員会，旭ケ丘lllJ自治区， ~I 七 j芭ヶ丘

lHT自治会，ふれあいプラザの役員の皆株に大変お世話になりました. また，アンケートおよびli日き取り

調査に応じていただいた住民の皆様にお礼申し上げます. 2009年の調査では筑波大学大学院生命環境科

学研究科大学続生のKhwanruthaiBunruamkaew氏にご協力いただきました.記して感説いたします

なお本稿には， E:l本学術振興会平成21年度科学研究費補助金 (21・596)による研究費の一部を利用しま

した

[注]

1)旭ケ丘1Jr]ーでは 1部の凶i1WJの戸建住宅 (93.475mつの造成が一番早くに始まり，続いてその南に隣接

する 2部の戸建住宅が造成された当時このIR画はすべて平屋の戸建であったことや， 1980年代ま

で2賠建てへの増改築が制限されていたため，現在でもこのあたりでは平屋の家を見ることができ

る

2)このIRiilITの戸建住宅は 数il汗が隣接して建つテラスハウスの造りになっている.

3) 1977年に101亙画， 197911ミに 5区甑の造成完了し 1991年に残り29.0l9m2の造成が完了した.

4) 1974年に17戸， 19ヲ311::に10戸， 1995年に28戸増設された住所は大字小河原やiヨ滝であるが，いず

れも北地ヶ j王 IIIJI~I 治会の範凶に含まれる地法である

5)建替え前の市営住宅は間取りも扶く， 7J-;:IHIり等大変不鎚な状態であるが，建替え後は住宅環境を整

えl戸の敷地íïfifl~ も広くなる予定となっている

6)アンケートの回収部数は旭ケ丘I11T221部 (46目7%)，北旭ケ丘町1-262部 (52.4%)蜘有効回答部数は旭ヶ

丘II1T203部 (44.9%).北旭ケ13:l1l]，256部 (51.2%)である

7)開き取りによると，これらの退職者の中には，かつて須坂市内の富士通で、勤めていた者や，教員であっ

た者も多く含まれているという

8)通勤方法に隣jする質問において， 1豆|答者190人i二十自動車150(78.9%)，電車18(9.5%)，徒歩9 (4.7%). 

自転車7 (3.7%にパス 3 0.6%). その他3 (1.6%)の10:1答を得た

9) I~'l き取りによると， 1型地ができたばかりの頃，世;貯主または配偶者のどちらかが須坂市出身である

場合，新築lI.Ilf.入11寺に割引が適応されるといった優遇措置があったため.その機会に乗じて転居した

世情もいると考えられる

10)居住形態に関する質問において，回答者391人中，戸建住宅311(79.5%)，市営住宅39(10.0%)，県

営住宅38(9.7%).寮.:(:1:宅3 (0.8%)の回答を得た.
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11)戸建住宅の階数にi轄する笠間において.1回答者295人中白 2階建て229(77.696). 1 r階建て64(21.7%). 

31階建て2 (0.7%)の回答を得た.

12) 少数ではあるが• j出ヶ丘問地に入居した当時，住宅規制が厳しい区画の外に，住宅を建築した住民

もいる.その場合.最初から 2階建て以仁の住宅を建設することも可能で‘あった.

13)車の所有台数に関する質問において，姐答者405人中，所宥していない47(11.6%). 1 rn35 (33.3%). 

2台145(35.896). 3台66(16.3%). 4台以上12(3.0%)のi回答を持た.

14)ここでいう改築には 2階建てへの改築や，全面i建て替えなどが含まれており，規制の綾和した1980

年代をピークに，以降増築より多く行われるようになった

15) IR長・自治会長をはじめ，それぞれの長や役員の任期は l年間で. 1 P.lに年度が開始し12月に終わる

16)青壮年会は，北旭ケ丘町の住民の交流を深めるために1992年に設立された出体で. I尉 )Jす 5j~ らずに気

軽に集い，趣味やボランティアを通じて 地域社会とのつながりを深めるj惑を設けることjといっ

たスローガンのもと様々な活動を行っている

17)旭ケ丘町公会堂は，公営住宅の建て替えが行われた1997年に同時に建て替えられたため新しい造り

になっている.北旭ケ丘町公会堂も2011年には改築が予定されている

18)旭ヶJill汀自治|亙と北旭ケ丘11日自治会の主な仕事を務めるのは，それぞれほ長・高IjIX長・会計と自治会長・

副会長・会計の三役である 三役はほぼ毎日 自治区・自治会の事務局のある 11庁内の公会党に出勤

している

19) このふれあいプラザの前身は. 1977年に I~I~ fjí~ した旭ケ丘地域公民fjl~であったが. 200l -Q三に l~lg の助成

により須坂部の高齢者介護施設兼地域公民館として現在のふれあいプラザに主主幹えられた.

20)北旭ケ丘Il日ーでは運動会は非常に高い参加率を示しているが，旭ケ i王IIIJ間様，高齢化のため住民の参

力lJが臨時lí~になってきており，競技種目等を簡単にするなどの工夫が試みられている.今後の開催に

ついて自治会は頭を悩ませている

21)マレットゴルフやきのこの会等，冬の間など活動のできない期11認がある活動は，本来月や過単位で

参加頻度を数えることはできないが ここでは年間活動回数が悶等であるなら，遡や月単位で数え

た活動と同等に取り扱うことにした.
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